
公立大学法人神戸市看護大学職員の退職手当に関する規程の一部を改正する規程をここ

に公布する。 

2025年３月31日 

公立大学法人神戸市看護大学理事長 北 徹 

公立大学法人神戸市看護大学規程第49号 

公立大学法人神戸市看護大学職員の退職手当に関する規程（2019年４月１日規程第77号）

の一部を改正する規程 

（改正前） （改正後） 

（退職日給料月額） （退職日給料月額） 

第６条  この規程において「退職日給料月

額」とは，職員の退職又は死亡の日におけ

る給料の月額をいう。 

第６条  この規程において「退職日給料月

額」とは，職員の退職又は死亡の日におけ

る給料の月額をいう。 

（退職手当の額） （退職手当の額） 

第７条 退職した者に対する退職手当の額

は，第９条から第10条の３まで及び第10条

の規定により計算した退職手当の基本額

に，第11条の規定により計算した退職手

当の調整額を加えて得た額とする。 

第７条 退職した者に対する退職手当の額

は，第９条から第10条の３まで及び第10条

の５から第10条の７までの規定により計算

した退職手当の基本額に，第 11条の規定

により計算した退職手当の調整額を加え

て得た額とする。 

（勤続期間の計算）  

第８条 １～６ 略  

７ 前各項の規定により計算した在職期間

において，３箇月未満の在職期間又は端

数はこれを切り捨て，３箇月以上９箇月

未満は６箇月とし，９箇月以上はこれを

１年に切り上げる。 

７ 前各項の規定により計算した在職期間

において，１年に満たない端数が生じると

きは，６箇月未満はこれを切り捨て，６箇月

以上はこれを１年に切り上げる。 

（普通退職等の場合の退職手当の基本

額） 

（自己の都合による退職等の場合の退職手

当の基本額） 

第９条 次条の規定に該当する場合を除く

ほか，退職し，又は死亡した者（公立大学

法人神戸市看護大学職員の任期に関する

規程（2024年10月規程第６号）の規定に基

づく任期を終えて退職した者を含む）に

対する退職手当の基本額は，その者の給

料月額に，その者の勤続期間を次の各号

に区分して，当該各号に掲げる割合を乗

じて得た額の合計額とする。 

第９条 次条の規定に該当する場合を除く

ほか，退職し，又は死亡した者（公立大学

法人神戸市看護大学職員の任期に関する

規程（2024年10月規程第６号）の規定に基

づく任期を終えて退職した者を含む）に

対する退職手当の基本額は，退職日給料

月額に，その者の勤続期間を次の各号に

区分して，当該各号に掲げる割合を乗じ

て得た額の合計額とする。 

(１ ) 10年以下の期間  １年につき 100

分の100 

(１) １年以上10年以下の期間 １年につ

き100分の100 

(２) 10年を超え 15年以下の期間  １年

につき100分の110 

(２) 11年以上15年以下の期間 １年につ

き100分の110 

(３) 15年を超え 20年以下の期間  １年

につき100分の160 

(３) 16年以上20年以下の期間 １年につ

き100分の160 

(４) 20年を超え 25年以下の期間  １年

につき100分の200 

(４ )  21年以上25年以下の期間 １年に

つき100分の200 

(５) 25年を超え 30年以下の期間  １年

につき100分の160 

(５) 26年以上30年以下の期間 １年につ

き100分の160 



（改正前） （改正後） 

(６ ) 30年を超える期間  １年につき

100分の120 

(６ ) 31年以上の期間 １年につき 100分

の120 

２ 前項に規定する者（以下この項において

「自己都合等退職者」という。）に対する退

職手当の基本額は，同項の規定にかかわ

らず，次の各号に掲げる区分に応じ，同項

の規定により計算した額に当該各号に定

める割合を乗じて得た額とする。 

２ 前項に規定する者（以下この項において

「自己都合等退職者」という。）に対する退

職手当の基本額は，自己都合等退職者が次

の各号に掲げる者に該当するときは，前項の

規定にかかわらず，次の各号に掲げる区

分に応じ，同項の規定により計算した額

に当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

(１ ) 勤続期間 10年以下の者  100分の

60 

(１) 勤続期間1年以上10年以下の者 100

分の60 

(２) 勤続期間 10年を超え 15年以下の者  

100分の80 

(２ )  勤 続 期 間 11年以上 15年以下の者 

100分の80 

(３) 勤続期間 15年を超え 20年未満の者  

100分の90 

(３ )  勤 続 期 間 16年以上 19年以下の者 

100分の90 

３ 第１項の規定により計算した退職手当

の基本額が給料月額に 47.709を乗じて得

た額を超えるときは，同項の規定にかか

わらず，その乗じて得た額をその者の退

職手当の基本額とする。 

３ 削除 

（整理退職等の場合の退職手当の基本

額） 

(定年退職等の場合の退職手当の基本額) 

 

第 10条  事業活動の縮小により剰員が生

じ，又はその他業務上やむを得ない場合

により退職した者，定年に達したことに

より退職した者その他これらに準ずる事

由により退職した者であって細則で定め

るもの，死亡した者であってこれに準ず

るものとして細則で定めるもの及び業務

上の傷病若しくは通勤による傷病により

その職に堪えずして退職し，又は業務上

死亡し，若しくは通勤により死亡した者

であって細則で定めるものに対する退職

手当の基本額は，その者の給料月額に，そ

の者の勤続期間を次の各号に区分して，

当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の

合計額とする。 

第10条 次の各号に掲げる者に対する退職

手当の基本額は，退職日給料月額に，第3

３項から第５項までに規定するその者の

勤続期間の区分ごとに当該区分に応じた

割合を乗じて得た額の合計額とする。 

(１ ) 10年以下の期間  １年につき 100

分の150 

（１） 定年により退職した者 

(２) 10年を超え 15年以下の期間  １年

につき100分の165 

（２） 就業規則第47条第２項第４号の規定に

より退職した者 

(３) 15年を超え 20年以下の期間  １年

につき100分の205 

（３） 業務上の傷病又は死亡により退職した

者のうち細則で定めるもの 

(４) 20年を超え 25年以下の期間  １年

につき100分の190 

（４） 通勤による傷病又は死亡により退職し

た者のうち細則で定めるもの 

(５) 25年を超え 30年以下の期間  １年 （５） その者の事情によらないで引き続いて



（改正前） （改正後） 

につき100分の185 勤続することを困難とする理由により退

職した者で理事長の承認を得たもの 

(６) 30年を超え 32年以下の期間  １年

につき100分の110 

（６） 第12条の２第11項に規定する認定を受

けて同条第16項第３号に規定する退職す

べき期日に退職した者 

(７ ) 32年を超える期間  １年につき

100分の100 

(７ ) 32年を超える期間  １年につき

100分の100 

２ 前項の規定にかかわらず，同項に規定

する者のうち勤続期間が 10年以下である

ものの同項の規定の適用については，同

項中「100分の150」とあるのは「100分の

100」とし，勤続期間が10年を超え20年以

下であるものの同項の規定の適用につい

ては，同項中「 100分の 150」とあるのは

「100分の125」と，同項中「100分の165」

とあるのは「 100分の 137.5」と，同項中

「100分の205」とあるのは「100分の200」

とする。 

２  前項の規定は，傷病(業務上の傷病及

び通勤による傷病を除く。)を事由とする

休職期間の満了により退職し，死亡(業務

上の死亡及び通勤による死亡を除く。)に

より退職し(細則で定めるものに限る。)，

又は定年に達した日以後その者の非違に

よることなく退職した者 (前項の規定に

該当する者を除く。)に対する退職手当の

基本額について準用する。 

３ 前２項の規定は，傷病（業務上の傷病及

び通勤による傷病を除く。）を事由とする

休職期間の満了により退職した者又は死

亡した者（業務上死亡した者及び通勤に

より死亡した者を除く。）であって細則で

定めるものに対する退職手当の基本額の

計算について準用する。 

３  第 5項の規定に該当する場合を除くほ

か，第１項に規定する勤続期間の区分及

び当該区分に応じた割合は，次のとおり

とする。 

（１） １年以上 10年以下の期間について

は，１年につき100分の150 

（２） 11年以上25年以下の期間について

は，１年につき100分の165 

（３） 26年以上34年以下の期間について

は，１年につき100分の180 

（４） 35年以上の期間については，1年に

つき100分の105 

４ 第１項（前項において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）の規定

により計算した退職手当の基本額が，給

料月額に 47.709を乗じて得た額を超える

ときは，第１項の規定にかかわらず，その

乗じて得た額をその者の退職手当の基本

額とする。 

４ 勤続期間が１年以上 10年以下である者

における前項の適用については，同項第1

１号中「1年につき100分の150」とあるの

は「１年につき100分の100」とする。 

５ 勤続期間が 11年以上 24年以下である者

における第１項に規定する勤続期間の区

分及び当該区分に応じた割合は，次のと

おりとする。 

（１） １年以上 10年以下の期間について

は，１年につき100分の125 

（２） 11年以上15年以下の期間について

は，１年につき100分の137.5 

（３） 16年以上24年以下の期間について

は，１年につき100分の200 

５ 勤続期間が 11年以上 24年以下である者

における第１項に規定する勤続期間の区

分及び当該区分に応じた割合は，次のと

おりとする。 

（１） １年以上 10年以下の期間について

は，１年につき100分の125 

（２） 11年以上15年以下の期間について

は，１年につき100分の137.5 

（３） 16年以上24年以下の期間について

は，１年につき100分の200 



（改正前） （改正後） 

(給料月額の減額改定以外の理由により給

料月額が減額されたことがある場合の退

職手当の基本額に係る特例) 

第10条の２ 退職した者の基礎在職期間中

に，給料月額の減額改定(給料月額の改定

をする規程が制定された場合において，

当該規程による改定により当該改定前に

受けていた給料月額が減額されることを

いう。以下同じ。)以外の理由によりその

者の給料月額が減額されたことがある場

合において，当該理由が生じた日 (以下

「減額日」という。)における当該理由に

より減額されなかつたものとした場合の

その者の給料月額のうち最も多いもの

(以下「特定減額前給料月額」という。 )

が，退職日給料月額よりも多いときは，そ

の者に対する退職手当の基本額は，前２

条の規定にかかわらず，次の各号に掲げ

る額の合計額とする。 

(1) その者が特定減額前給料月額に係る

減額日のうち最も遅い日の前日に現に退

職した理由と同一の理由により退職した

ものとし，かつ，その者の同日までの勤続

期間及び特定減額前給料月額を基礎とし

て，前２条の規定により計算した場合の

退職手当の基本額に相当する額 

(2) 退職日給料月額に，アに掲げる割合か

らイに掲げる割合を控除した割合を乗じ

て得た額 

ア その者に対する退職手当の基本額が前

２条の規定により計算した額であるもの

とした場合における当該退職手当の基本

額の退職日給料月額に対する割合 

イ 前号に掲げる額の特定減額前給料月額

に対する割合 

２ 前項の「基礎在職期間」とは，その者に

係る退職 (この規程その他の規程の規定

により，この規程の規定による退職手当

を支給しないこととしている退職を除

く。)又は死亡の日以前の期間のうち，次

の各号に掲げる在職期間に該当するもの

(当該期間中にこの規程の規定による退

職手当の支給を受けたこと又は第８条第

５項各号に規定する在職期間に対する退

職手当(これに相当する給与を含む。 )の

支給を受けたことがある場合におけるこ

れらの退職手当に係る退職の日以前の期

(給料月額の減額改定以外の理由により給

料月額が減額されたことがある場合の退

職手当の基本額に係る特例) 

第10条の２ 退職した者の基礎在職期間中

に，給料月額の減額改定(給料月額の改定

をする規程が制定された場合において，

当該規程による改定により当該改定前に

受けていた給料月額が減額されることを

いう。以下同じ。)以外の理由によりその

者の給料月額が減額されたことがある場

合において，当該理由が生じた日 (以下

「減額日」という。)における当該理由に

より減額されなかつたものとした場合の

その者の給料月額のうち最も多いもの

(以下「特定減額前給料月額」という。 )

が，退職日給料月額よりも多いときは，そ

の者に対する退職手当の基本額は，前２

条の規定にかかわらず，次の各号に掲げ

る額の合計額とする。 

(1) その者が特定減額前給料月額に係る

減額日のうち最も遅い日の前日に現に退

職した理由と同一の理由により退職した

ものとし，かつ，その者の同日までの勤続

期間及び特定減額前給料月額を基礎とし

て，前２条の規定により計算した場合の

退職手当の基本額に相当する額 

(2) 退職日給料月額に，アに掲げる割合か

らイに掲げる割合を控除した割合を乗じ

て得た額 

ア その者に対する退職手当の基本額が前

２条の規定により計算した額であるもの

とした場合における当該退職手当の基本

額の退職日給料月額に対する割合 

イ 前号に掲げる額の特定減額前給料月額

に対する割合 

２ 前項の「基礎在職期間」とは，その者に

係る退職 (この規程その他の規程の規定

により，この規程の規定による退職手当

を支給しないこととしている退職を除

く。)又は死亡の日以前の期間のうち，次

の各号に掲げる在職期間に該当するもの

(当該期間中にこの規程の規定による退

職手当の支給を受けたこと又は第８条第

５項各号に規定する在職期間に対する退

職手当(これに相当する給与を含む。 )の

支給を受けたことがある場合におけるこ

れらの退職手当に係る退職の日以前の期



（改正前） （改正後） 

間及び同条第７項の規定により職員とし

ての引き続いた在職期間の全期間が切り

捨てられたこと又は第 14条第１項若しく

は第16条第１項の規定により一般の退職

手当等(一般の退職手当 (第７条及び第 12

条の規定による退職手当をいう。以下同

じ。))の全部を支給しないこととする処

分を受けたことにより一般の退職手当等

の支給を受けなかつたことがある場合に

おける当該一般の退職手当等に係る退職

の日以前の期間 (これらの退職の日に職

員又は第21条の規定に該当する者となつ

たときは，当該退職の日前の期間 )を除

く。)をいう。 

(1) 職員としての引き続いた在職期間 

(2) 第８条第５項各号の規定により職員

としての引き続いた在職期間に含むもの

とされた在職期間 

 (定年前早期退職者に対する退職手当の基

本額に係る特例) 

第10条の３ 第10条第１項(第１号，第５号

を除く。)に規定する者のうち，定年に達

する日から６月前までに退職した者であ

つて，その勤続期間が20年以上であり，か

つ，その年齢が退職の日において定めら

れているその者に係る定年から 20年を減

じた年齢以上であるものに対する第 10条

第１項及び前条第１項の規定の適用につ

いては，次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表

の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

 

読 み 替 え る

規定 

読 み 替 え ら

れる字句 

読 み 替 え る

字句 

第 10 条 第 １

項 

退 職 日 給 料

月額 

退 職 日 給 料

月 額 及 び 退

職 日 給 料 月

額 に 退 職 の

日 に お い て

定 め ら れ て

い る そ の 者

に 係 る 定 年

と 退 職 の 日

に お け る そ

の 者 の 年 齢

間及び同条第７項の規定により職員とし

ての引き続いた在職期間の全期間が切り

捨てられたこと又は第 14条第１項若しく

は第16条第１項の規定により一般の退職

手当等(一般の退職手当 (第７条及び第 12

条の規定による退職手当をいう。以下同

じ。))の全部を支給しないこととする処

分を受けたことにより一般の退職手当等

の支給を受けなかつたことがある場合に

おける当該一般の退職手当等に係る退職

の日以前の期間 (これらの退職の日に職

員又は第 21条の規定に該当する者となつ

たときは，当該退職の日前の期間 )を除

く。)をいう。 

(1) 職員としての引き続いた在職期間 

(2) 第８条第５項各号の規定により職員

としての引き続いた在職期間に含むもの

とされた在職期間 

 (定年前早期退職者に対する退職手当の基

本額に係る特例) 

第10条の３ 第10条第１項(第１号，第５号

を除く。)に規定する者のうち，定年に達

する日から６月前までに退職した者であ

つて，その勤続期間が20年以上であり，か

つ，その年齢が退職の日において定めら

れているその者に係る定年から 20年を減

じた年齢以上であるものに対する第 10条

第１項及び前条第１項の規定の適用につ

いては，次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表

の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

 

読 み 替 え る

規定 

読 み 替 え ら

れる字句 

読 み 替 え る

字句 

第 10 条 第 １

項 

退 職 日 給 料

月額 

退 職 日 給 料

月 額 及 び 退

職 日 給 料 月

額 に 退 職 の

日 に お い て

定 め ら れ て

い る そ の 者

に 係 る 定 年

と 退 職 の 日

に お け る そ

の 者 の 年 齢
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と の 差 に 相

当 す る 年 数

１ 年 に つ き

100 分 の ３

(退職の日に

お い て 定 め

ら れ て い る

そ の 者 に 係

る 定 年 と 退

職 の 日 に お

け る そ の 者

の 年 齢 と の

差 に 相 当 す

る 年 数 が １

年 で あ る 職

員 に あ つ て

は， 100分の

２ )を乗じて

得 た 額 の 合

計額 

第 10 条 の ２

第 １ 項 第 １

号 

及 び 特 定 減

額 前 給 料 月

額 

並 び に 特 定

減 額 前 給 料

月 額 及 び 特

定 減 額 前 給

料 月 額 に 退

職 の 日 に お

い て 定 め ら

れ て い る そ

の 者 に 係 る

定 年 と 退 職

の 日 に お け

る そ の 者 の

年 齢 と の 差

に 相 当 す る

年 数 １ 年 に

つき 100分の

３ (退職の日

に お い て 定

め ら れ て い

る そ の 者 に

係 る 定 年 と

退 職 の 日 に

お け る そ の

者 の 年 齢 と

の 差 に 相 当

す る 年 数 が

と の 差 に 相

当 す る 年 数

１ 年 に つ き

100 分 の ３

(退職の日に

お い て 定 め

ら れ て い る

そ の 者 に 係

る 定 年 と 退

職 の 日 に お

け る そ の 者

の 年 齢 と の

差 に 相 当 す

る 年 数 が １

年 で あ る 職

員 に あ つ て

は， 100分の

２ )を乗じて

得 た 額 の 合

計額 

第 10 条 の ２

第 １ 項 第 １

号 

及 び 特 定 減

額 前 給 料 月

額 

並 び に 特 定

減 額 前 給 料

月 額 及 び 特

定 減 額 前 給

料 月 額 に 退

職 の 日 に お

い て 定 め ら

れ て い る そ

の 者 に 係 る

定 年 と 退 職

の 日 に お け

る そ の 者 の

年 齢 と の 差

に 相 当 す る

年 数 １ 年 に

つき 100分の

３ (退職の日

に お い て 定

め ら れ て い

る そ の 者 に

係 る 定 年 と

退 職 の 日 に

お け る そ の

者 の 年 齢 と

の 差 に 相 当

す る 年 数 が
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１ 年 で あ る

職 員 に あ つ

ては， 100分

の２ )を乗じ

て 得 た 額 の

合計額 

第 10 条 の ２

第 １ 項 第 ２

号 

退 職 日 給 料

月額に， 

退 職 日 給 料

月 額 及 び 退

職 日 給 料 月

額 に 退 職 の

日 に お い て

定 め ら れ て

い る そ の 者

に 係 る 定 年

と 退 職 の 日

に お け る そ

の 者 の 年 齢

と の 差 に 相

当 す る 年 数

１ 年 に つ き

100 分 の ３

(退職の日に

お い て 定 め

ら れ て い る

そ の 者 に 係

る 定 年 と 退

職 の 日 に お

け る そ の 者

の 年 齢 と の

差 に 相 当 す

る 年 数 が １

年 で あ る 職

員 に あ つ て

は， 100分の

２ )を乗じて

得 た 額 の 合

計額に， 

第 10 条 の ２

第 １ 項 第 ２

号イ 

前 号 に 掲 げ

る額 

そ の 者 が 特

定 減 額 前 給

料 月 額 に 係

る 減 額 日 の

う ち 最 も 遅

い 日 の 前 日

に 現 に 退 職

し た 理 由 と

同 一 の 理 由

１ 年 で あ る

職 員 に あ つ

ては， 100分

の２ )を乗じ

て 得 た 額 の

合計額 

第 10 条 の ２

第 １ 項 第 ２

号 

退 職 日 給 料

月額に， 

退 職 日 給 料

月 額 及 び 退

職 日 給 料 月

額 に 退 職 の

日 に お い て

定 め ら れ て

い る そ の 者

に 係 る 定 年

と 退 職 の 日

に お け る そ

の 者 の 年 齢

と の 差 に 相

当 す る 年 数

１ 年 に つ き

100 分 の ３

(退職の日に

お い て 定 め

ら れ て い る

そ の 者 に 係

る 定 年 と 退

職 の 日 に お

け る そ の 者

の 年 齢 と の

差 に 相 当 す

る 年 数 が １

年 で あ る 職

員 に あ つ て

は， 100分の

２ )を乗じて

得 た 額 の 合

計額に， 

第 10 条 の ２

第 １ 項 第 ２

号イ 

前 号 に 掲 げ

る額 

そ の 者 が 特

定 減 額 前 給

料 月 額 に 係

る 減 額 日 の

う ち 最 も 遅

い 日 の 前 日

に 現 に 退 職

し た 理 由 と

同 一 の 理 由
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に よ り 退 職

し た も の と

し，かつ，そ

の 者 の 同 日

ま で の 勤 続

期 間 及 び 特

定 減 額 前 給

料 月 額 を 基

礎として，前

２ 条 の 規 定

に よ り 計 算

し た 場 合 の

退 職 手 当 の

基 本 額 に 相

当する額 

(業務又は通勤によることの認定の基準) 

第10条の４ 理事長は，退職の理由となつ

た傷病又は死亡が業務上のもの又は通勤

によるものであるかどうかを認定するに

当たつては，地方公務員災害補償法の規

定により職員の業務上の災害又は通勤に

よる災害に対する補償を実施する場合に

おける認定の基準に準拠しなければなら

ない。 

(退職手当の基本額の最高限度額) 

第10条の５ 第９条及び第 10条の規定によ

り計算した退職手当の基本額が退職日給

料月額に 47.709を乗じて得た額を超える

ときは，これらの規定にかかわらず，その

乗じて得た額をその者の退職手当の基本

額とする。 

２ その者の職員としての引き続いた在職

期間の初日の前日以前において，この規

程の規定による一般の退職手当の支給を

受けたことがある場合 (細則で定める場

合に限る。)であつて，現に支給を受けた

退職手当の基本額の当該退職手当に係る

退職日給料月額に対する割合 (この規程

に基づく一般の退職手当の支給を受けた

ことが2回以上ある場合にあつては，現に

支給を受けたそれぞれの退職手当の基本

額の当該退職手当に係る退職日給料月額

に対する割合の合計をいう。以下，「過去

の支給割合」という。)と，この退職にお

ける第 9条及び第 10条の規定により計算

した退職手当の基本額の退職日給料月額

に よ り 退 職

し た も の と

し，かつ，そ

の 者 の 同 日

ま で の 勤 続

期 間 及 び 特

定 減 額 前 給

料 月 額 を 基

礎として，前

２ 条 の 規 定

に よ り 計 算

し た 場 合 の

退 職 手 当 の

基 本 額 に 相

当する額 

(業務又は通勤によることの認定の基準) 

第10条の４ 理事長は，退職の理由となつ

た傷病又は死亡が業務上のもの又は通勤

によるものであるかどうかを認定するに

当たつては，地方公務員災害補償法の規

定により職員の業務上の災害又は通勤に

よる災害に対する補償を実施する場合に

おける認定の基準に準拠しなければなら

ない。 

(退職手当の基本額の最高限度額) 

第10条の５ 第９条及び第10条の規定によ

り計算した退職手当の基本額が退職日給

料月額に 47.709を乗じて得た額を超える

ときは，これらの規定にかかわらず，その

乗じて得た額をその者の退職手当の基本

額とする。 

２ その者の職員としての引き続いた在職

期間の初日の前日以前において，この規

程の規定による一般の退職手当の支給を

受けたことがある場合 (細則で定める場

合に限る。)であつて，現に支給を受けた

退職手当の基本額の当該退職手当に係る

退職日給料月額に対する割合 (この規程

に基づく一般の退職手当の支給を受けた

ことが2回以上ある場合にあつては，現に

支給を受けたそれぞれの退職手当の基本

額の当該退職手当に係る退職日給料月額

に対する割合の合計をいう。以下，「過去

の支給割合」という。)と，この退職にお

ける第 9条及び第 10条の規定により計算

した退職手当の基本額の退職日給料月額
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に対する割合の合計が 47.709を超えると

きは，前項中「47.709」とあるのは「47.709

から過去の支給割合を控除した割合」と

読み替えるものとする。 

第10条の６ 第10条の２第１項の規定によ

り計算した退職手当の基本額が次の各号

に掲げる同項第２号イに掲げる割合 (以

下，「特定減額前支給割合」という。)の

区分に応じ当該各号に定める額を超える

ときは，同項の規定にかかわらず，当該各

号に定める額をその者の退職手当の基本

額とする。 

(1) 47.709以上  特定減額前給料月額に

47.709を乗じて得た額 

(2) 47.709未満  特定減額前給料月額に

特定減額前支給割合を乗じて得た額及び

退職日給料月額に 47.709から当該割合を

控除した割合を乗じて得た額の合計額 

２ その者の職員としての引き続いた在職

期間の初日の前日以前において，この規

程の規定による一般の退職手当の支給を

受けたことがある場合 (細則で定める場

合に限る。)であつて，過去の支給割合と

この退職における第９条の２第１項第２

号アに掲げる割合の合計が 47.709を超え

るときは，前項中「同項第２号イに掲げる

割合(以下，「特定減額前支給割合」とい

う。)の区分に応じ」とあるのは「同項第

２号イに掲げる割合(以下，「特定減額前

支給割合」という。)と過去の支給割合の

合計の区分に応じ」と，同項第１号中

「47.709を乗じて」とあるのは「47.709か

ら過去の支給割合を控除した割合を乗じ

て」と，同項第２号中「当該割合」とある

のは「当該割合と過去の支給割合の合計」

と読み替えるものとする。 

第10条の７ 第10条の３に規定する者に対

する前２条の規定の適用については，次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

 

読 み 替 え る

規定 

読 み 替 え ら

れる字句 

読 み 替 え る

字句 

第 10 条 の ５

第１項 

第 ９ 条 及 び

第10条 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

に対する割合の合計が 47.709を超えると

きは，前項中「47.709」とあるのは「47.709

から過去の支給割合を控除した割合」と

読み替えるものとする。 

第10条の６ 第10条の２第１項の規定によ

り計算した退職手当の基本額が次の各号

に掲げる同項第２号イに掲げる割合 (以

下，「特定減額前支給割合」という。)の

区分に応じ当該各号に定める額を超える

ときは，同項の規定にかかわらず，当該各

号に定める額をその者の退職手当の基本

額とする。 

(1) 47.709以上  特定減額前給料月額に

47.709を乗じて得た額 

(2) 47.709未満  特定減額前給料月額に

特定減額前支給割合を乗じて得た額及び

退職日給料月額に 47.709から当該割合を

控除した割合を乗じて得た額の合計額 

２ その者の職員としての引き続いた在職

期間の初日の前日以前において，この規

程の規定による一般の退職手当の支給を

受けたことがある場合 (細則で定める場

合に限る。)であつて，過去の支給割合と

この退職における第９条の２第１項第２

号アに掲げる割合の合計が 47.709を超え

るときは，前項中「同項第２号イに掲げる

割合(以下，「特定減額前支給割合」とい

う。)の区分に応じ」とあるのは「同項第

２号イに掲げる割合(以下，「特定減額前

支給割合」という。)と過去の支給割合の

合計の区分に応じ」と，同項第１号中

「47.709を乗じて」とあるのは「47.709か

ら過去の支給割合を控除した割合を乗じ

て」と，同項第２号中「当該割合」とある

のは「当該割合と過去の支給割合の合計」

と読み替えるものとする。 

第10条の７ 第10条の３に規定する者に対

する前２条の規定の適用については，次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

 

読 み 替 え る

規定 

読 み 替 え ら

れる字句 

読 み 替 え る

字句 

第 10 条 の ５

第１項 

第 ９ 条 及 び

第10条 

第 10 条 の ３

の 規 定 に
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よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10条 

退 職 日 給 料

月額 

退 職 日 給 料

月 額 及 び

退 職 日 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

する年数 1

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が 1年であ

る 職 員 に

あつては，

100 分 の

２ )を乗じ

て 得 た 額

の合計額 

これらの 第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10条 

退 職 日 給 料

月額 

退 職 日 給 料

月 額 及 び

退 職 日 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

する年数 1

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が 1年であ

る 職 員 に

あつては，

100 分 の

２ )を乗じ

て 得 た 額

の合計額 

これらの 第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第
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10条の 

第 10 条 の ５

第２項 

第 ９ 条 及 び

第10条 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10条 

退 職 日 給 料

月額 

退 職 日 給 料

月 額 及 び

退 職 日 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

する年数 1

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が １ 年 で

あ る 職 員

に あ つ て

は， 100分

の２ )を乗

じ て 得 た

額 の 合 計

額 

第 10 条 の ６ 第 10 条 の ２ 第 10 条 の ３

10条の 

第 10 条 の ５

第２項 

第 ９ 条 及 び

第10条 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10条 

退 職 日 給 料

月額 

退 職 日 給 料

月 額 及 び

退 職 日 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

する年数 1

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が １ 年 で

あ る 職 員

に あ つ て

は， 100分

の 2) を 乗

じ て 得 た

額 の 合 計

額 

第 10 条 の ６ 第 10 条 の ２ 第 10 条 の ３
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第 １ 項 各

号 列 記 以

外の部分 

第１項の の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10 条 の ２

第１項の 

同 項 第 ２ 号

イ 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 同

項 第 ２ 号

イ 

同項の 同 条 の 規 定

に よ り 読

み 替 え て

適 用 す る

同項の 

第 10 条 の ６

第 １ 項 第

１号 

特 定 減 額 前

給料月額 

特 定 減 額 前

給 料 月 額

及 び 特 定

減 額 前 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

１ 年 に つ

き 100分の

３ (退職の

日 に お い

て 定 め ら

れ て い る

そ の 者 に

係 る 定 年

と 退 職 の

日 に お け

る そ の 者

第 １ 項 各

号 列 記 以

外の部分 

第１項の の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10 条 の ２

第１項の 

同 項 第 ２ 号

イ 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 同

項 第 ２ 号

イ 

同項の 同 条 の 規 定

に よ り 読

み 替 え て

適 用 す る

同項の 

第 10 条 の ６

第 １ 項 第

１号 

特 定 減 額 前

給料月額 

特 定 減 額 前

給 料 月 額

及 び 特 定

減 額 前 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

１ 年 に つ

き 100分の

３ (退職の

日 に お い

て 定 め ら

れ て い る

そ の 者 に

係 る 定 年

と 退 職 の

日 に お け

る そ の 者
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の 年 齢 と

の 差 に 相

当 す る 年

数 が １ 年

で あ る 職

員 に あ つ

ては， 100

分の２ )を

乗 じ て 得

た 額 の 合

計額 

第 10 条 の ６

第 １ 項 第

２号 

特 定 減 額 前

給料月額 

特 定 減 額 前

給 料 月 額

及 び 特 定

減 額 前 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

する年数 1

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が １ 年 で

あ る 職 員

に あ つ て

は， 100分

の 年 齢 と

の 差 に 相

当 す る 年

数 が １ 年

で あ る 職

員 に あ つ

ては， 100

分の２ )を

乗 じ て 得

た 額 の 合

計額 

第 10 条 の ６

第 １ 項 第

２号 

特 定 減 額 前

給料月額 

特 定 減 額 前

給 料 月 額

及 び 特 定

減 額 前 給

料 月 額 に

退 職 の 日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

する年数 1

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が １ 年 で

あ る 職 員

に あ つ て

は， 100分
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の２ )を乗

じ て 得 た

額 の 合 計

額 

第 10 条 の ２

第１項第 2

号イ 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10 条 の ２

第 １ 項 第

２号イ 

及 び 退 職 日

給料月額 

並 び に 退 職

日 給 料 月

額 及 び 退

職 日 給 料

月 額 に 退

職 の 日 に

お い て 定

め ら れ て

い る そ の

者 に 係 る

定 年 と 退

職 の 日 に

お け る そ

の 者 の 年

齢 と の 差

に 相 当 す

る 年 数 １

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が １ 年 で

あ る 職 員

に あ つ て

の２ )を乗

じ て 得 た

額 の 合 計

額 

第 10 条 の ２

第１項第 2

号イ 

第 10 条 の ３

の 規 定 に

よ り 読 み

替 え て 適

用 す る 第

10 条 の ２

第 １ 項 第

２号イ 

及 び 退 職 日

給料月額 

並 び に 退 職

日 給 料 月

額 及 び 退

職 日 給 料

月 額 に 退

職 の 日 に

お い て 定

め ら れ て

い る そ の

者 に 係 る

定 年 と 退

職 の 日 に

お け る そ

の 者 の 年

齢 と の 差

に 相 当 す

る 年 数 １

年 に つ き

100分の３

(退職の日

に お い て

定 め ら れ

て い る そ

の 者 に 係

る 定 年 と

退 職 の 日

に お け る

そ の 者 の

年 齢 と の

差 に 相 当

す る 年 数

が １ 年 で

あ る 職 員

に あ つ て
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は， 100分

の２ )を乗

じ て 得 た

額 の 合 計

額 

当該割合 当 該 第 10 条

の ３ の 規

定 に よ り

読 み 替 え

て 適 用 す

る 同 号 イ

に 掲 げ る

割合 

 

 

 

 

は， 100分

の２ )を乗

じ て 得 た

額 の 合 計

額 

当該割合 当 該 第 10 条

の ３ の 規

定 に よ り

読 み 替 え

て 適 用 す

る 同 号 イ

に 掲 げ る

割合 

 

 

 

 

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額） 

第11条 退職し，又は死亡した者に対する

退職手当の調整額は，その者の基礎在職

期間（第10条の２第２項に規定する基礎在職

期間をいう。以下同じ。）の初日の属する月

からその者の基礎在職期間の末日の属す

る月までの各月（休職月等のうち細則で

定めるものを除く。）ごとに当該各月にそ

の者が属していた次の各号に掲げる職員

の区分に応じて当該各号に定める額（以

下「調整月額」という。）のうちその額が

最も多いものから順次その順位を付し，

その第１順位から第 60順位までの調整月

額（当該各月の月数が 60月に満たない場

合には，当該各月の調整月額）を合計した

額とする。 

第11条 退職し，又は死亡した者に対する

退職手当の調整額は，その者の基礎在職

期間（第10条の２第２項に規定する基礎在職

期間をいう。以下同じ。）の初日の属する月

からその者の基礎在職期間の末日の属す

る月までの各月（休職月等のうち細則で

定めるものを除く。）ごとに当該各月にそ

の者が属していた次の各号に掲げる職員

の区分に応じて当該各号に定める額（以

下「調整月額」という。）のうちその額が

最も多いものから順次その順位を付し，

その第１順位から第 60順位までの調整月

額（当該各月の月数が 60月に満たない場

合には，当該各月の調整月額）を合計した

額とする。 

(１)～（11） 略  

２ 前項の「基礎在職期間」とは，その者に

係る退職（この規程その他の規程の規定

により，この規程の規定による退職手当

を支給しないこととしている退職を除

く。）又は死亡の日以前の期間のうち，次

の各号に掲げる在職期間に該当するもの

（当該期間中にこの規程の規定による退

職手当の支給を受けたこと又は第８条第

５項各号に規定する在職期間に対する退

職手当（これに相当する給与を含む。）の

支給を受けたことがある場合におけるこ

れらの退職手当に係る退職の日以前の期

２ 前項の「基礎在職期間」とは，その者に

係る退職（この規程その他の規程の規定

により，この規程の規定による退職手当

を支給しないこととしている退職を除

く。）又は死亡の日以前の期間のうち，次

の各号に掲げる在職期間に該当するもの

（当該期間中にこの規程の規定による退

職手当の支給を受けたこと又は第８条第

５項各号に規定する在職期間に対する退

職手当（これに相当する給与を含む。）の

支給を受けたことがある場合におけるこ

れらの退職手当に係る退職の日以前の期
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間及び同条第７項の規定により職員とし

ての引き続いた在職期間の全期間が切り

捨てられたこと又は第 14条第１項若しく

は第16条第１項の規定により退職手当の

全部を支給しないこととする決定を受け

たことにより退職手当の支給を受けなか

ったことがある場合における当該退職手

当に係る退職の日以前の期間（これらの

退職の日に職員又は第 21条の規定に該当

する者となったときは，当該退職の日前

の期間）を除く。）をいう。 

間及び同条第７項の規定により職員とし

ての引き続いた在職期間の全期間が切り

捨てられたこと又は第 14条第１項若しく

は第16条第１項の規定により退職手当の

全部を支給しないこととする決定を受け

たことにより退職手当の支給を受けなか

ったことがある場合における当該退職手

当に係る退職の日以前の期間（これらの

退職の日に職員又は第 21条の規定に該当

する者となったときは，当該退職の日前

の期間）を除く。）をいう。 

(１) 職員としての引き続いた在職期間 (１) 職員としての引き続いた在職期間 

(２) 第８条第５項各号の規定により職

員としての引き続いた在職期間に含む

ものとされた在職期間 

(２) 第８条第５項各号の規定により職

員としての引き続いた在職期間に含む

ものとされた在職期間 

３ 退職した者の基礎在職期間（前項に規

定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）

に前項第２号に掲げる期間が含まれる場

合における第１項の規定の適用について

は，その者は，細則で定めるところによ

り，当該期間において職員として在職し

ていたものとみなす。 

２ 退職した者の基礎在職期間（前項に規

定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）

に第10条の２第２項第２号に掲げる期間

が含まれる場合における前項の規定の適

用については，その者は，細則で定めると

ころにより，当該期間において職員とし

て在職していたものとみなす。 

４ 略 ３  

５ 略 ４ 

(１) 略  

(２) 前条第１項又は第３項に規定する

者で勤続期間が５年未満のもの  第１

項の規定により計算した額の２分の１

に相当する額 

(２) 第10条第１項又は第２項に規定す

る者で勤続期間が５年未満のもの  第

１項の規定により計算した額の２分の

１に相当する額 

５ 第１項から前項までの規定にかかわら

ず，その者の職員としての引き続いた在

職期間の初日の前日以前において，この

規程の規定による一般の退職手当の支給

を受けたことがある場合 (細則で定める

場合に限る。)における職員に対する退職

手当の調整額は，第１号に掲げる額から

第２号に掲げる額を控除した額とする。 

(１) 次のア及びイに掲げる退職手当の調

整額の算定の基礎となる基礎在職期間の

各月を通算した各月ごとの調整月額のう

ちその額が最も多いものから順次その順

位を付し，その第1順位から第60順位まで

の調整月額 (当該各月の月数が 60月に満

たない場合には，当該各月の調整月額)を

合計した額の範囲内で細則で定める額 

ア  現に支給を受けた退職手当の調整額

(この規程に基づく一般の退職手当の支

５ 第１項から前項までの規定にかかわら

ず，その者の職員としての引き続いた在

職期間の初日の前日以前において，この

規程の規定による一般の退職手当の支給

を受けたことがある場合 (細則で定める

場合に限る。)における職員に対する退職

手当の調整額は，第１号に掲げる額から

第２号に掲げる額を控除した額とする。 

(１) 次のア及びイに掲げる退職手当の調

整額の算定の基礎となる基礎在職期間の

各月を通算した各月ごとの調整月額のう

ちその額が最も多いものから順次その順

位を付し，その第1順位から第60順位まで

の調整月額 (当該各月の月数が 60月に満

たない場合には，当該各月の調整月額)を

合計した額の範囲内で細則で定める額 

ア  現に支給を受けた退職手当の調整額

(この規程に基づく一般の退職手当の支
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給を受けたことが２回以上ある場合にあ

つては，現に支給を受けたそれぞれの退

職手当の調整額の合計をいう。第２号に

おいて同じ。)における基礎在職期間の初

日の属する月から当該基礎在職期間の末

日の属する月までの各月 (休職月等のう

ち細則で定めるものを除く。) 

イ この退職における基礎在職期間の初日

の属する月からその者の基礎在職期間の

末日の属する月までの各月 (休職月等の

うち細則で定めるものを除く。) 

(２) 現に支給を受けた退職手当の調整額 

給を受けたことが２回以上ある場合にあ

つては，現に支給を受けたそれぞれの退

職手当の調整額の合計をいう。第２号に

おいて同じ。)における基礎在職期間の初

日の属する月から当該基礎在職期間の末

日の属する月までの各月 (休職月等のう

ち細則で定めるものを除く。) 

イ この退職における基礎在職期間の初日

の属する月からその者の基礎在職期間の

末日の属する月までの各月 (休職月等の

うち細則で定めるものを除く。) 

(２) 現に支給を受けた退職手当の調整額 

（退職手当の額に係る特例） （退職手当の額に係る特例） 

第12条 第10条第１項に規定する者で次の

各号に掲げる者に該当するものに対する

退職手当の額が，退職又は死亡の日にお

けるその者の基本給月額に当該各号に掲

げる割合を乗じて得た額に満たないとき

は，第７条，第10条，第10条の２及び前条

の規定にかかわらず，その乗じて得た額

をその者の退職手当の額とする。 

第12条 第10条第１項に規定する者で次の

各号に掲げる者に該当するものに対する

退職手当の額が，退職又は死亡の日にお

けるその者の基本給月額に当該各号に掲

げる割合を乗じて得た額に満たないとき

は，第７条，第10条，第10条の２及び前条

の規定にかかわらず，その乗じて得た額

をその者の退職手当の額とする。 

(１ ) 勤続期間１年未満の者  100分の

270 

(１)  勤続期間１年の者 100分の360 

(２ ) 勤続期間１年以上２年未満の者  

100分の360 

(２)  勤続期間２年の者 100分の450 

 

(３ ) 勤続期間２年以上３年未満の者  

100分の450 

(３)  勤続期間３年以上の者 100分の540 

(４ ) 勤続期間３年以上の者  100分の

540 

(４） 削除 

（定年前に退職する意思を有する職員の募

集等） 

第12条の２ 理事長は，定年前に退職する

意思を有する職員の募集であつて，職員

の年齢別構成の適正化を図ることを目的

とし，定年から 20年を減じた年齢以上の

年齢である職員を対象として行う募集を

行うことができる。 

２ 理事長は，前項の規定による募集(以下

この条において単に「募集」という。)を

行うに当たつては，当該募集に関し次に

掲げる必要な事項を記載した要項 (以下

この条において「募集実施要項」という。)

を当該募集の対象となるべき職員に周知

しなければならない。 

(１) 第11項の規定により認定を受けた場

合に退職すべき期日又は期間 

(２) 募集する人数 

（定年前に退職する意思を有する職員の募

集等） 

第12条の２ 理事長は，定年前に退職する

意思を有する職員の募集であつて，職員

の年齢別構成の適正化を図ることを目的

とし，定年から 20年を減じた年齢以上の

年齢である職員を対象として行う募集を

行うことができる。 

２ 理事長は，前項の規定による募集(以下

この条において単に「募集」という。)を

行うに当たつては，当該募集に関し次に

掲げる必要な事項を記載した要項 (以下

この条において「募集実施要項」という。)

を当該募集の対象となるべき職員に周知

しなければならない。 

(１) 第11項の規定により認定を受けた場

合に退職すべき期日又は期間 

(２) 募集する人数 
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(３) 募集の期間 

(４) 募集の対象となるべき職員の範囲 

(５) 募集実施要項の内容を周知させるた

めの説明会を開催する予定があるとき

は，その旨 

(６ ) 第９項の規定による応募 (以下この

条において単に「応募」という。)又は応

募の取下げに係る手続 

(７) 第12項の規定による通知の予定時期 

(８) 第７項に規定する時点で募集の期間

が満了するものとするときは，その旨及

び同項に規定する応募上限数 

(９) 募集に関する問合せを受けるための

連絡先 

(10) その他細則で定める事項 

３ 理事長は，募集実施要項に前項第４号

に掲げる職員を記載するときは，当該職

員の範囲に含まれる職員の数が募集をす

る人数に１を加えた人数以上となるよう

にしなければならない。 

４ 理事長は，募集実施要項に募集の期間

を記載するときは，その開始及び終了の

年月日時を明らかにしてしなければなら

ない。 

５ 理事長は，募集の目的を達成するため

必要があると認めるときは，募集の期間

を延長することができる。 

６ 理事長は，前項の規定により募集の期

間を延長した場合には，直ちにその旨及

び延長後の募集の期間の終了の年月日時

を当該募集の対象となるべき職員に周知

しなければならない。 

７ 理事長が募集実施要項に募集の期間の

終了の年月日時が到来するまでに応募を

した職員の数が募集をする人数以上の一

定数(以下この項において「応募上限数」

という。)に達した時点で募集の期間は満

了するものとする旨及び応募上限数を記

載している場合には，応募をした職員の

数が応募上限数に達した時点で募集の期

間は満了するものとする。 

８ 理事長は，前項の規定により募集の期

間が満了した場合には，直ちにその旨を

当該募集の対象となるべき職員に周知し

なければならない。 

９ 次に掲げる者以外の職員は，細則で定

めるところにより，募集の期間中いつで

(３) 募集の期間 

(４) 募集の対象となるべき職員の範囲 

(５) 募集実施要項の内容を周知させるた

めの説明会を開催する予定があるとき

は，その旨 

(６ ) 第９項の規定による応募 (以下この

条において単に「応募」という。)又は応

募の取下げに係る手続 

(７) 第12項の規定による通知の予定時期 

(８) 第７項に規定する時点で募集の期間

が満了するものとするときは，その旨及

び同項に規定する応募上限数 

(９) 募集に関する問合せを受けるための

連絡先 

(10) その他細則で定める事項 

３ 理事長は，募集実施要項に前項第４号

に掲げる職員を記載するときは，当該職

員の範囲に含まれる職員の数が募集をす

る人数に１を加えた人数以上となるよう

にしなければならない。 

４ 理事長は，募集実施要項に募集の期間

を記載するときは，その開始及び終了の

年月日時を明らかにしてしなければなら

ない。 

５ 理事長は，募集の目的を達成するため

必要があると認めるときは，募集の期間

を延長することができる。 

６ 理事長は，前項の規定により募集の期

間を延長した場合には，直ちにその旨及

び延長後の募集の期間の終了の年月日時

を当該募集の対象となるべき職員に周知

しなければならない。 

７ 理事長が募集実施要項に募集の期間の

終了の年月日時が到来するまでに応募を

した職員の数が募集をする人数以上の一

定数(以下この項において「応募上限数」

という。)に達した時点で募集の期間は満

了するものとする旨及び応募上限数を記

載している場合には，応募をした職員の

数が応募上限数に達した時点で募集の期

間は満了するものとする。 

８ 理事長は，前項の規定により募集の期

間が満了した場合には，直ちにその旨を

当該募集の対象となるべき職員に周知し

なければならない。 

９ 次に掲げる者以外の職員は，細則で定

めるところにより，募集の期間中いつで
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も応募し，第16項第３号に規定する退職

すべき期日が到来するまでの間いつでも

応募の取下げを行うことができる。 

(1)  第２項に規定する退職すべき期日又

は期間の末日が到来するまでに定年に達

する者 

(2)  就業規則第65条の規定による懲戒処

分 (故意又は重大な過失によらないで管

理又は監督に係る職務を怠つた場合にお

ける懲戒処分を除く。第 11項第２号にお

いて同じ。)又はこれに準ずる処分を募集

の開始の日において受けている者又は募

集の期間中に受けた者 

10 前項の規定による応募又は応募の取下

げは職員の自発的な意思に委ねられるも

のであつて，理事長は職員に対しこれら

を強制してはならない。 

11 理事長は，応募をした職員(以下この条

において「応募者」という。)について，

次の各号のいずれかに該当する場合を除

き，応募による退職が予定されている職

員である旨の認定 (以下この条において

単に「認定」という。)をするものとする。

ただし，次の各号のいずれにも該当しな

い応募者の数が第２項に規定する募集を

する人数を超える場合であつて，あらか

じめ，当該場合において認定をする者の

数を当該募集をする人数の範囲内に制限

するために必要な方法を定め，募集実施

要項と併せて周知していたときは，理事

長は，当該方法に従い，当該募集をする人

数を超える分の応募者について認定をし

ないことができる。 

(1) 応募が募集実施要項又は第９項の規

定に適合しない場合 

(2) 応募者が応募をした後就業規則第 65

条の規定による懲戒処分又はこれに準ず

る処分を受けた場合 

(3) 応募者が前号に規定する処分を受け

るべき行為 (在職期間中の応募者の非違

に当たる行為であつて，その非違の内容

及び程度に照らして当該処分に値するこ

とが明らかなものをいう。)をしたことを

疑うに足りる相当な理由がある場合その

他応募者に対し認定を行うことが業務に

対する信頼を確保する上で支障を生ずる

と認める場合 

も応募し，第16項第３号に規定する退職

すべき期日が到来するまでの間いつでも

応募の取下げを行うことができる。 

(1)  第２項に規定する退職すべき期日又

は期間の末日が到来するまでに定年に達

する者 

(2)  就業規則第65条の規定による懲戒処

分 (故意又は重大な過失によらないで管

理又は監督に係る職務を怠つた場合にお

ける懲戒処分を除く。第 11項第２号にお

いて同じ。)又はこれに準ずる処分を募集

の開始の日において受けている者又は募

集の期間中に受けた者 

10 前項の規定による応募又は応募の取下

げは職員の自発的な意思に委ねられるも

のであつて，理事長は職員に対しこれら

を強制してはならない。 

11 理事長は，応募をした職員(以下この条

において「応募者」という。)について，

次の各号のいずれかに該当する場合を除

き，応募による退職が予定されている職

員である旨の認定 (以下この条において

単に「認定」という。)をするものとする。

ただし，次の各号のいずれにも該当しな

い応募者の数が第２項に規定する募集を

する人数を超える場合であつて，あらか

じめ，当該場合において認定をする者の

数を当該募集をする人数の範囲内に制限

するために必要な方法を定め，募集実施

要項と併せて周知していたときは，理事

長は，当該方法に従い，当該募集をする人

数を超える分の応募者について認定をし

ないことができる。 

(1) 応募が募集実施要項又は第９項の規

定に適合しない場合 

(2) 応募者が応募をした後就業規則第 65

条の規定による懲戒処分又はこれに準ず

る処分を受けた場合 

(3) 応募者が前号に規定する処分を受け

るべき行為 (在職期間中の応募者の非違

に当たる行為であつて，その非違の内容

及び程度に照らして当該処分に値するこ

とが明らかなものをいう。)をしたことを

疑うに足りる相当な理由がある場合その

他応募者に対し認定を行うことが業務に

対する信頼を確保する上で支障を生ずる

と認める場合 
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(4) 応募者を引き続き職務に従事させる

ことが業務の能率的運営を確保し，又は

長期的な人事管理を計画的に推進するた

めに特に必要であると認める場合 

12 理事長は，認定をし，又はしない旨の決

定をしたときは，遅滞なく，細則で定める

ところにより，その旨(認定をしない旨の

決定をした場合においてはその理由を含

む。)を応募者に書面により通知するもの

とする。 

13 理事長が募集実施要項において退職す

べき期間を記載した場合には，認定を行

つた後遅滞なく，当該期間内のいずれか

の日から退職すべき期日を定め，細則で

定めるところにより，前項の規定により

認定をした旨を通知した応募者に当該期

日を書面により通知するものとする。 

14 理事長は，認定を行つた後に生じた事

情に鑑み，認定を受けた職員(以下この項

及び次項において「認定応募者」という。)

が第16項第３号に規定する退職すべき期

日(以下この項及び次項において「退職す

べき期日」という。)に退職することによ

り業務の能率的運営の確保に著しい支障

を及ぼすこととなると認める場合におい

て，当該認定応募者にその旨及びその理

由を明示し，細則で定めるところにより，

退職すべき期日の繰上げ又は繰下げにつ

いて当該認定応募者の書面による同意を

得たときは，業務の能率的運営を確保す

るために必要な限度で，退職すべき期日

を繰り上げ，又は繰り下げることができ

る。 

15 理事長は，前項の規定により退職すべ

き期日を繰り上げ，又は繰り下げた場合

には，直ちに，細則で定めるところによ

り，新たに定めた退職すべき期日を当該

認定応募者に書面により通知しなければ

ならない。 

16 認定を受けた応募者が次の各号のいず

れかに該当するときは，認定は，その効力

を失う。 

(１ )  懲戒解雇等決定を受けて退職した

とき。 

(２) 第21条第１項又は第２項の規定によ

り退職手当を支給しない場合に該当する

に至つたとき。 

(4) 応募者を引き続き職務に従事させる

ことが業務の能率的運営を確保し，又は

長期的な人事管理を計画的に推進するた

めに特に必要であると認める場合 

12 理事長は，認定をし，又はしない旨の決

定をしたときは，遅滞なく，細則で定める

ところにより，その旨(認定をしない旨の

決定をした場合においてはその理由を含

む。)を応募者に書面により通知するもの

とする。 

13 理事長が募集実施要項において退職す

べき期間を記載した場合には，認定を行

つた後遅滞なく，当該期間内のいずれか

の日から退職すべき期日を定め，細則で

定めるところにより，前項の規定により

認定をした旨を通知した応募者に当該期

日を書面により通知するものとする。 

14 理事長は，認定を行つた後に生じた事

情に鑑み，認定を受けた職員(以下この項

及び次項において「認定応募者」という。)

が第16項第３号に規定する退職すべき期

日(以下この項及び次項において「退職す

べき期日」という。)に退職することによ

り業務の能率的運営の確保に著しい支障

を及ぼすこととなると認める場合におい

て，当該認定応募者にその旨及びその理

由を明示し，細則で定めるところにより，

退職すべき期日の繰上げ又は繰下げにつ

いて当該認定応募者の書面による同意を

得たときは，業務の能率的運営を確保す

るために必要な限度で，退職すべき期日

を繰り上げ，又は繰り下げることができ

る。 

15 理事長は，前項の規定により退職すべ

き期日を繰り上げ，又は繰り下げた場合

には，直ちに，細則で定めるところによ

り，新たに定めた退職すべき期日を当該

認定応募者に書面により通知しなければ

ならない。 

16 認定を受けた応募者が次の各号のいず

れかに該当するときは，認定は，その効力

を失う。 

(１ )  懲戒解雇等決定を受けて退職した

とき。 

(２) 第21条第１項又は第２項の規定によ

り退職手当を支給しない場合に該当する

に至つたとき。 
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(３) 募集実施要項に記載された退職すべ

き期日若しくは第 13項若しくは前項の規

定により応募者に通知された退職すべき

期日が到来するまでに退職し，又はこれ

らの期日に退職しなかつたとき (前２号

に掲げるときを除く。)。 

(４) 就業規則第 65条の規定による懲戒処

分 (懲戒免職の処分及び故意又は重大な

過失によらないで管理又は監督に係る職

務を怠つた場合における懲戒処分を除

く。 )又はこれに準ずる処分を受けたと

き。 

(５) 第９項の規定により応募を取り下げ

たとき。 

(３) 募集実施要項に記載された退職すべ

き期日若しくは第 13項若しくは前項の規

定により応募者に通知された退職すべき

期日が到来するまでに退職し，又はこれ

らの期日に退職しなかつたとき (前２号

に掲げるときを除く。)。 

(４) 就業規則第 65条の規定による懲戒処

分 (懲戒免職の処分及び故意又は重大な

過失によらないで管理又は監督に係る職

務を怠つた場合における懲戒処分を除

く。 )又はこれに準ずる処分を受けたと

き。 

(５) 第９項の規定により応募を取り下げ

たとき。 

附 則  

３ 当分の間，退職手当の基本額は第9条か

ら第10条の２までの規定により計算した

額にそれぞれ 100分の 83.7を乗じて得た

額 と し ， そ の 額 が 退 職 日 給 料 月 額 に

47.709を乗じて得た額を超えるときの退

職手当の基本額はその乗じて得た額とす

る。この場合において，第12条第１項中

「前条」とあるのは，「前条並びに附則第

３項」とする。 

４ 当分の間，第10条第１項の規定は，60歳

に達した日以後その者の非違によること

なく退職した者 (定年の定めのない職を

退職した者及び第 10条第１項又は第２項

の規定に該当する者を除く。)に対する退

職手当の基本額について準用する。この

場合における第９条の規定の適用につい

ては，同条第１項中「次条」とあるのは，

「次条及び附則第４項」とする。 

５ 前項の規定は教員が退職した場合に支

給する退職手当の基本額については適用

しない。 

６ 公立大学法人神戸市看護大学職員の給

与に関する規程附則第８項の規定による

又はこれらに準ずる給与の支給の基準に

よる職員の給料月額の改定は，給料月額

の減額改定に該当しないものとする。 

７ 当分の間，第 10条第１項第６号に掲げ

る者に対する第 10条の３及び第 10条の７

の規定の適用については，第 10条の３本

文中「定年に達する日」とあるのは「定年

(公立大学法人神戸市看護大学職員就業

規則の一部を改正する規程（ 2024年3月規

３ 当分の間，退職手当の基本額は第9条か

ら第10条の２までの規定により計算した

額にそれぞれ 100分の 83.7を乗じて得た

額 と し ， そ の 額 が 退 職 日 給 料 月 額 に

47.709を乗じて得た額を超えるときの退

職手当の基本額はその乗じて得た額とす

る。この場合において，第12条第１項中

「前条」とあるのは，「前条並びに附則第

３項」とする。 

４ 当分の間，第10条第１項の規定は，60歳

に達した日以後その者の非違によること

なく退職した者 (定年の定めのない職を

退職した者及び第 10条第１項又は第２項

の規定に該当する者を除く。)に対する退

職手当の基本額について準用する。この

場合における第９条の規定の適用につい

ては，同条第１項中「次条」とあるのは，

「次条及び附則第４項」とする。 

５ 前項の規定は教員が退職した場合に支

給する退職手当の基本額については適用

しない。 

６ 公立大学法人神戸市看護大学職員の給

与に関する規程附則第８項の規定による

又はこれらに準ずる給与の支給の基準に

よる職員の給料月額の改定は，給料月額

の減額改定に該当しないものとする。 

７ 当分の間，第10条第１項第６号に掲げ

る者に対する第 10条の３及び第10条の７

の規定の適用については，第10条の３本

文中「定年に達する日」とあるのは「定年

(公立大学法人神戸市看護大学職員就業

規則の一部を改正する規程（2025年3月規



（改正前） （改正後） 

程第 号）による改正前の公立大学法人

神戸市看護大学職員就業規則（ 2019年４

月１日規程第 44号。以下「 2024年旧就業

規則」という。）第43条第2項に掲げる職

員に相当する職員にあつては 60歳とし，

2024年旧就業規則第 43条第１項に掲げる

職員にあつては 65歳とし， 2024年旧就業

規則第43条第３項に掲げる職員にあつて

は同項で定める年齢とする。 )に達する

日」と，第 10条の３の表第 10条第１項の

項，第10条の２第１項第１号の項及び第

10条の２第１項第２号の項並びに第 10条

の７の表第10条の5の項，第10条の６第１

項第１号の項及び第 10条の６第１項第２

号の項中「その者に係る定年と退職の日

におけるその者の年齢との差に相当する

年数1年につき」とあるのは「その者に係

る定年 (2024年旧就業規則第 43条第２項

に掲げる職員に相当する職員にあつては

60歳とし， 2024年旧就業規則第 43条第１

項に掲げる職員にあつては 65歳とし，

2024年旧就業規則第 43条第３項に掲げる

職員にあつては同項で定める年齢とす

る。)と退職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき」とする。 

８ 当分の間，第10条第１項第６号に掲げ

る者(次の表の左欄に掲げる者であつて，

退職の日において定められているその者

に係る定年がそれぞれ同表の右欄に掲げ

る年齢を超える者に限る。 )(細則で定め

る者を除く。)に対する第10条の３及び第

10条の７の規定の適用については，第10

条の３本文中「６月」とあるのは「０月」

と，同条の表第10条第１項の項，第10条の

２第１項第１号の項及び第 10条の２第１

項第２号の項並びに第 10条の７の表第 10

条の５の項，第10条の６第１項第１号の

項及び第 10条の６第１項第２号の項中

「100分の３ (退職の日において定められ

ているその者に係る定年と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数

が１年である職員にあつては， 100分の

２)」とあるのは「100分の３」とする。 

2024年 旧 就 業 規

則 第 43条 第 ２ 項

に 掲 げ る 職 員 に

60歳 

程第 号）による改正前の公立大学法人

神戸市看護大学職員就業規則（ 2019年４

月１日規程第44号。以下「2024年度旧就業

規則」という。）第43条第2項に掲げる職

員に相当する職員にあつては 60歳とし，

2024年度旧就業規則第 43条第１項に掲げ

る職員にあつては 65歳とし， 2024年度旧

就業規則第 43条第３項に掲げる職員にあ

つては同項で定める年齢とする。)に達す

る日」と，第10条の３の表第10条第１項の

項，第10条の２第１項第１号の項及び第

10条の２第１項第２号の項並びに第 10条

の７の表第10条の5の項，第10条の６第１

項第１号の項及び第 10条の６第１項第２

号の項中「その者に係る定年と退職の日

におけるその者の年齢との差に相当する

年数1年につき」とあるのは「その者に係

る定年 (2024年度旧就業規則第 43条第２

項に掲げる職員に相当する職員にあつて

は 60歳とし， 2024年度旧就業規則第 43条

第１項に掲げる職員にあつては 65歳と

し， 2024年度旧就業規則第 43条第３項に

掲げる職員にあつては同項で定める年齢

とする。)と退職の日におけるその者の年

齢との差に相当する年数１年につき」と

する。 

８ 当分の間，第10条第１項第６号に掲げ

る者(次の表の左欄に掲げる者であつて，

退職の日において定められているその者

に係る定年がそれぞれ同表の右欄に掲げ

る年齢を超える者に限る。 )(細則で定め

る者を除く。)に対する第10条の３及び第

10条の７の規定の適用については，第10

条の３本文中「６月」とあるのは「０月」

と，同条の表第10条第１項の項，第10条の

２第１項第１号の項及び第 10条の２第１

項第２号の項並びに第 10条の７の表第 10

条の５の項，第10条の６第１項第１号の

項及び第 10条の６第１項第２号の項中

「100分の３ (退職の日において定められ

ているその者に係る定年と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数

が１年である職員にあつては， 100分の

２)」とあるのは「100分の３」とする。 

2024年 度 旧 就 業

規 則 第 43条 第 ２

60歳 



（改正前） （改正後） 

相当する職員 

教員 65歳 

９ 当分の間，第10条第１項 (第１号，第

５号を除く。)に規定する者に対する第10

条の３の規定の適用及び第 12条の２の規

定の適用については，第10条の３本文及

び第12条の２第１項中「20年を」とあるの

は「15年を」とするほか，前条の表の左欄

に掲げる者の区分に応じ，第10条の３本

文中「退職の日において定められている

その者に係る定年」とあり，及び第12条の

２第１項中「定年」とあるのは，「定年前」

である場合を除き，それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

10 当分の間，第10条第１項第２号から第

４号に掲げる者であつて附則第８項の表

の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる

年齢に達する日前に退職したときにおけ

る第10条の３及び第 10条の７の規定の適

用については，第10条の3の表第10条第１

項の項，第10条の２第１項第１号の項及

び第10条の２第１項第２号の項並びに第

10条の７の表第 10条の５の項，第10条の

６第１項第１号の項及び第 10条の６第１

項第２号の項中「 100分の３ (退職の日に

おいて定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差

に相当する年数が 1年である職員にあつ

ては，100分の２)」とあるのは，「附則第

８項の表の左欄に掲げる者の区分ごとに

同表の右欄に掲げる年齢と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数

に 100分の３を乗じて得た割合を退職の

日において定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数で除して得た割合」

とする。 

11 当分の間，第10条第１項第２号から第

４号に掲げる者であつて附則第８項の表

の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる

年齢に達した日以後に退職したときにお

ける第10条の３及び第 10条の７の規定の

適用については，第 10条の３の表第 10条

第１項の項，第10条の２第１項第１号の

項及び第 10条の 2第１項第２号の項並び

に第10条の７の表第 10条の５の項，第10

項 に 掲 げ る 職 員

に相当する職員 

教員 65歳 

９ 当分の間，第10条第１項 (第１号，第

５号を除く。)に規定する者に対する第10

条の３の規定の適用及び第 12条の２の規

定の適用については，第10条の３本文及

び第12条の２第１項中「20年を」とあるの

は「15年を」とするほか，前条の表の左欄

に掲げる者の区分に応じ，第10条の３本

文中「退職の日において定められている

その者に係る定年」とあり，及び第12条の

２第１項中「定年」とあるのは，「定年前」

である場合を除き，それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

10 当分の間，第10条第１項第２号から第

４号に掲げる者であつて附則第８項の表

の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる

年齢に達する日前に退職したときにおけ

る第10条の３及び第 10条の７の規定の適

用については，第10条の3の表第10条第１

項の項，第10条の２第１項第１号の項及

び第10条の２第１項第２号の項並びに第

10条の７の表第 10条の５の項，第10条の

６第１項第１号の項及び第 10条の６第１

項第２号の項中「 100分の３ (退職の日に

おいて定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差

に相当する年数が 1年である職員にあつ

ては，100分の２)」とあるのは，「附則第

８項の表の左欄に掲げる者の区分ごとに

同表の右欄に掲げる年齢と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数

に 100分の３を乗じて得た割合を退職の

日において定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数で除して得た割合」

とする。 

11 当分の間，第10条第１項第２号から第

４号に掲げる者であつて附則第８項の表

の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる

年齢に達した日以後に退職したときにお

ける第10条の３及び第 10条の７の規定の

適用については，第 10条の３の表第 10条

第１項の項，第10条の２第１項第１号の

項及び第 10条の 2第１項第２号の項並び



（改正前） （改正後） 

条の６第１項第１号の項及び第 10条の６

第１項第２号の項中「 100分の３(退職の

日において定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数が１年である職員に

あつては，100分の２)」とあるのは，「100

分の２を退職の日において定められてい

るその者に係る定年と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数で除

して得た割合」とする。 

 

に第10条の７の表第 10条の５の項，第10

条の６第１項第１号の項及び第 10条の６

第１項第２号の項中「 100分の３(退職の

日において定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数が１年である職員に

あつては，100分の２)」とあるのは，「100

分の２を退職の日において定められてい

るその者に係る定年と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数で除

して得た割合」とする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は，2025年３月 31日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 (退職手当に関する経過措置) 

２ 職員が 2025 年３月 31 日に新制度適用職員(職員であって，その者が施行日以後に退職することに

より，この規程による改正後の公立大学法人神戸市看護大学職員の退職手当に関する規程(以下「2024

年度改正退職手当規程」という。)の規定による退職手当の支給を受けることとなるものをいう。以下

同じ。)として 2024 年度改正退職手当規程第 10 条第１項若しくは第２項又は附則第４項の規定によ

り退職した場合において，その者が 2024年 3月 31日にこの規程による改正前の公立大学法人神戸市

看護大学職員の退職手当に関する規程(以下「2024 年度改正前退職手当規程」という。)第 10 条第１

項又は第３項の規定により退職したものとし，かつ，その者の同日までの勤続期間，同日における給

料月額(他の職員との均衡を考慮して理事長が別に定める者については理事長が定める給料月額に相

当する額)を基礎として，2024年度改正前退職手当規程第 10条及び附則第３項の規定により計算した

退職手当の基本額が，2024年度改正退職手当規程第 10条から第 10条の７まで及び附則第３項から附

則第 11 項までの規定により計算した退職手当の基本額よりも多いときは，これらの規定にかかわら

ず，その多い額をもってその者に支給すべきこれらの規定による退職手当の基本額とする。 


